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平成 23 年度第３期 政策評価計画（案） 

名 称 ワーク・ライフ・バランスの推進に関する政策評価（総合性確保評価） 

目 的 

平成 19 年 12 月、関係閣僚、経済界、労働界、地方公共団体の代表等からなる

「仕事と生活の調和推進官民トップ会議」により、「仕事と生活の調和（ワーク・

ライフ・バランス）憲章」及び「仕事と生活の調和推進のための行動指針」が策

定され、官民が一体となって労働時間等の設定改善、育児・介護休業等の多様な

働き方の推進、パート労働者の均衡待遇の推進、多様な働き方に対応した保育サ

ービスの充実等多様な子育て支援の推進などの取組を行うこととされた。 

また、平成 22 年６月、同会議において、新たな合意に基づく新たな憲章及び

行動指針が決定された。これらの中で、平成32年に「男性の育児休業取得率13％」、

「第１子出産前後の女性の継続就業率 55％」、29 年に「保育サービスを提供して

いる割合 44％」や 27 年に「在宅型テレワーカーの数 700 万人」等が数値目標と

して設定し直されるとともに、女性の育児休業を取得しやすい環境の整備と就業

率の向上、男性の子育てへの関わりの支援促進（改正育児休業制度等の活用促進、

学習機会の提供等）などの取組も新たに行うこととされた。 

一方、平成 17 年４月、改正育児・介護休業法（平成 16 年法律第 160 号）が施

行され、パートタイム労働者も一定の要件を満たす場合には育児休業を取得する

ことができるようになった。さらに、平成 22 年４月に、再び改正育児・介護休

業法（平成 21 年法律第 65 号）が施行され、父親が配偶者の出産後８週間以内に

育児休業を取得した場合の育児休業の再取得などが実現した。 

このような取組にもかかわらず、男性の育児休業取得率は平成 19 年の 1.56％

に対し 21 年は 1.72％、保育サービスの提供割合は 20 年の 21.0％に対し 22 年は

22.8％となっており、また、育児休業制度のある事業所のうち、非正規雇用の取

得要件を定めている割合は 20 年で 64.4％となっている。 

この政策評価は、ワーク・ライフ・バランスの推進に関する政策について、総

体としてどの程度効果を上げているかなどの総合的な観点から評価を行い、関係

行政の今後の在り方の検討に資するため実施するものである。 

調 査 項 目 

１ ワーク・ライフ・バランスの推進に関する政策の現状 

２ ワーク・ライフ・バランスの推進に関する政策の効果の発現状況 

３ その他 

調査対象機関 内閣府、総務省、文部科学省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省 

関 連 調 査 等 

対 象 機 関 

都道府県、市町村、関係団体、事業者等 

調査実施時期 平成 23 年 12 月～ 

担 当 評 価 

監 視 官 等 

行政評価局国土交通担当評価監視官 

管区行政評価局全局、四国行政評価支局、沖縄行政評価事務所、行政評価事務所

一部 
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（案） 

「ワーク・ライフ・バランスの推進に関する政策評価（総合性確保評価）」 

  の調査概要 

 

１ 行政評価等プログラム 

  行政評価等プログラム（平成 23 年５月総務省）において、複数の行政機関の所掌に関係

する政策について、その総合的な推進を図る見地から、評価するテーマとして「ワーク・

ライフ・バランスの推進に関する政策評価」を取り上げ、平成 23 年度第３期（平成 23 年

12 月）からの実施を計画 

 

２ 対象政策 

  仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進のために関係府省が実施してい

る政策 

 

３ 調査スケジュール 

 (1) 関係府省に対する実施通知（平成 23 年 12 月初旬） 

調査対象機関は、内閣府、総務省、文部科学省、厚生労働省、経済産業省、国土交通

省、都道府県、市町村、民間団体等 

 (2) 本府省調査（平成 23 年 12 月～） 

・ 総務省行政評価局が、ワーク・ライフ・バランスに関連する施策・事業を所管する  

内閣府、厚生労働省その他の関係省等から、ワーク・ライフ・バランス推進のための

施策の体系、予算額、施策の実施状況等を把握 

・ 企業・団体、労働者等に対するアンケート調査によりワーク・ライフ・バランスの

推進に関するデータ、意見・要望等を把握 

 (3) 地方調査（平成 24 年４月～同年７月） 

・ 管区行政評価局等が、国の出先機関、地方公共団体、企業・団体等から、ワーク・

ライフ・バランスの推進に関する取組状況等を把握 

 

４ 調査体制 

  ○ 行政評価局：国土交通担当評価監視官 

  ○ 管区行政評価局、行政評価事務所 

 

５ 調査のポイント（評価の観点と把握方法） 

（1） 政策の有効性 

○ ワーク・ライフ・バランスを推進するための政策は、有効に機能しているか。 

○ 数値目標の設定は妥当性を有しているか。 

（把握方法） 

・ 数値目標の達成に向けたロジック・モデルを明らかにすることにより、施策や事業が政

策効果を上げるような設計・構造となっているかを検証する。 
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・ 数値目標が設定されているアウトカム指標に関して、可能な限り無作為に抽出した企業・

団体、労働者等からアンケートによりデータを集めるとともに、各種統計資料を用い、ど

のような要素（政策的要素、非政策的要素）が、政策効果を上げることと相関しているか

を多変量解析により明らかにする。 

・ 上記に加え、数値目標が設定されているアウトカム指標について、憲章策定以前と以後、

関係施策が施行される以前と以後の指標の変化を時系列的に分析するなどの手法により、

施策の有効性を検証する。 

・ ワーク･ライフ･バランスに関係する施策の効果を業種別、企業規模別、地域別に、統計

的な分析や事例研究などを通して検証するなどして、そのあい路を明らかにする。 

 

（2） 政策の効率性 

○ 費用に見合った効果は得られているか。 

○ 関係府省、地方公共団体の間の連携が取れているか、施策が総合的に実施されている

 か。 

（把握方法） 

・ ワーク・ライフ・バランスに関係する施策・事業の政策効果と当該施策・事業に要した

費用との関係を可能な限り客観的なデータの分析に基づき明らかにする。 

・ 本府省実地調査、管区行政評価局等を動員しての出先機関、地方公共団体実地調査によ

り、関係府省、地方公共団体間の連携が取れているか、施策が総合的に実施されているか

を把握する。 

 

（3） 政策の必要性 

○ 関係府省が実施している施策・事業は、その実行によって解決しようとする政策課題

やニーズに照らして妥当性を有しているか。 

○ 行政関与の在り方からみて当該政策を行政（国）が担う必要があるか。 

（把握方法） 

・ 国の政策の課題やニーズについては、企業・団体、労働者等を対象としたアンケートに

より把握する。 

・ 関係府省は、「行政関与の在り方に関する基準」等に照らして、施策・事業の必要性が証

明できるか、本府省実地調査により把握する。 

＊「行政関与の在り方に関する基準」の中で「民間でできるものは民間に委ねる」、「国民本

位の効率的な行政」を実現する、「説明責任」を果たすという基本原則が示された。 

 



「ワーク・ライフ・バランスの推進に関する政策」の脈略図

男女共同参画政策

【内閣府】

少子化対策

【内閣府・厚生労働省】

労働政策（長時間労働抑制、

労働条件改善）

【厚生労働省】

教育政策

【文部科学省】

雇用政策

【厚生労働省】

育児・保育政策

【厚生労働省】

中小企業対策

【経済産業省】

職業能力開発政策

【厚生労働省】

労働安全衛生政策

（メンタルヘルス）

【厚生労働省】

＜外部要因＞

個人の価値観、経済情勢 等

男女雇用機会均等政策

【厚生労働省】

成果

Ⅰ 就労による経済的自

立が可能な社会の実現

＜政策効果指標＞

①就業率（↑）

②時間当たり労働生産性の

伸び率（↑）

③フリーターの数（↓）

成果

仕事と生活

の調和が実

現した社会

の構築

国民一人ひとりが

やりがいや充実感

を感じながら働き、

仕事上の責任を果

たすとともに、家庭

や地域生活などに

おいても、子育て

期、中高年期と

いった人生の各段

階に応じて多様な

生き方が選択・実

現できる社会

仕
事
と
生
活
の
調
和
推
進
の
た
め
の
行
動
指
針
（※

）

仕
事
と
生
活
の
調
和
（ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
）
憲
章

Ｈ19.12策定

Ｈ22.６改定
これまでの主な政策 国の取組

企業・働く者の取組

国民の取組
国民の一人ひとりが自らの仕事と生活の調和の在り方を考え、家庭や地

域の中で積極的な役割を果たす。また、消費者として、求めようとするサー

ビスの背後にある働き方に配慮する。

企業とそこで働く者は、協調して生産性の向上に努めつつ、職場の意識や

職場風土の改革とあわせ働き方の改革に自主的に取り組む。

地方公共団体の取組
仕事と生活の調和の現状や必要性は地域によって異なることから、その推

進に際しては、地方公共団体が自らの創意工夫のもとに、地域の実情に応

じた展開を図る。

成果

Ⅱ 健康で豊かな生活

のための時間が確保で

きる社会の実現

＜政策効果指標＞

④労働時間等の課題につい

て労使が話し合いの機会を

設けている割合（↑）

⑤週労働時間60時間以上の

雇用者の割合（↓）

⑥年次有給休暇取得率（↑）

⑦メンタルヘルスケアに関す

る措置を受けられる職場の

割合（↑）

成果

Ⅲ 多様な働き方・生き

方が選択できる社会の

実現

＜政策効果指標＞

⑧在宅型テレワーカーの数

（↑）

⑨短時間勤務を選択できる

事業所の割合（↑）

⑩自己啓発を行っている労

働者の割合（↑）

⑪第１子出産前後の女性の

継続就業率（↑）

⑫保育等の子育てサービス

を提供している割合（↑）

⑬男性の育児休業取得率

（↑）

⑭６歳未満の子どもをもつ夫

の育児・家事関連時間（↑）

国民全体の仕事と生活の調和の実現は、我が国社会を持続可能で確かな

ものとする上で不可欠であることから、国は、国民運動を通じた気運の醸

成、制度的枠組みの構築や環境整備などの促進・支援策に積極的に取り

組む。【内閣府、総務省、文部科学省、厚生労働省、経済産業省】

（総論）

１．社会的気運の醸成

２．仕事と家庭の両立支援の促進と両立できる環境の整備

３．中小企業対策など包括的な取組を推進

４．仕事と生活の調和の実現に取り組む企業の支援

５．先進企業の表彰や企業の取組の点検・診断の支援

６．関係法令の周知と法令遵守のための監督指導の強化

７．自己啓発や能力開発の取組支援

８．仕事と生活の調和に関する調査等の実施

９．職場におけるメンタルヘルス対策の推進

（就労による経済的自立）

１．勤労観・職業観を形成し、社会人・職業人として必要な能力を身に

つけた人材を育成するためのキャリア教育・職業教育の実施

２．フリーターの正規雇用化の支援等

３．雇用の維持

４．母子家庭の母親の就労支援

（健康で豊かな生活のための時間の確保）

１．健康で豊かな生活のための時間の確保

（多様な働き方・生き方の選択）

１．育児・介護休業、短時間勤務等の多様な働き方の推進

２．女性や高年齢者の再就職や就業継続の支援等

３．男性の子育て参加の支援・促進

４．多様な子育て支援の推進など育児・介護の社会的基盤づくり

５．職業能力の形成支援に係る労働市場の社会的基盤の整備

※関係閣僚、経済界、

労働界、地方公共団体

の代表者などからなる

「仕事と生活の調和推

進官民トップ会議」にお

いて策定

テレワーク普及対策

【総務省・厚生労働省・

国土交通省】
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「ワーク・ライフ・バランスの推進に関する政策評価」の評価チャート（案） 

評価の対象とする政策 各府省が講じている「仕事と生活の調和の実現」に関する各種施策 

対象とする政策の目的 仕事と生活の調和が実現した社会の実現を図ること 

対象とする政策の目標 ① 就労による経済的自立が可能な社会の実現、② 健康で豊かな生活のための時間が確保できる社会の実現、③ 多様な働き方・生き方が選択できる社会の実現 
 

【仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）推進政策の体系】 

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」 

必要性・目指すべき社会の姿を提示 

（平成 19 年 12 月策定、平成 22 年６月改定） 

仕事と生活の調和を実現するため、仕事と生活の調和推進官民トップ会議において、 

平成 19 年 12 月 18 日に策定 

平成 22 年６月 29 日、政労使トップの交代を機に、新たな視点や取組を盛り込み、改定 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔なぜ仕事と生活の調和が必要か〕 

○ 仕事と生活が両立しにくい現実 

○ 働き方の二極化等 

○ 共働き世帯の増加と変わらない働

き方・役割分担意識 

○ 仕事と生活の相克と家族・地域・社

会の変貌 

○ 多様な働き方の模索 

○ 「ディーセント・ワーク（働きがい

のある人間らしい仕事）」の実現 

○ 多様な選択肢の実現 

○ 時間価値を高め、安心と希望の実現

に寄与 

○ 「新しい公共」への参加機会拡大等

による地域社会の活性化 

○ 人や地域とのつながりを得る機会 

○ 取組は明日への投資 

 

 

 

 

〔仕事と生活の調和が実現した社会の姿〕 

① 就労による経済的自立が可能な社会 

② 健康で豊かな生活のための時間が確保で

きる社会 

③ 多様な働き方・生き方が選択できる社会 

 

   

 

 

〔関係者が果たすべき役割〕 

・ 労使を始め国民による積極的取組 

・ 国や地方公共団体による支援 

 

  〔国が果たす役割〕 

国民全体の仕事と生活の調和の実

現は、我が国社会を持続可能で確かな

ものとする上で不可欠であることか

ら、国は、国民運動を通じた気運の醸

成、制度的枠組みの構築や環境整備な

どの促進・支援策に積極的に取り組む 

  

     
     
   
「仕事と生活の調和推進のための行動指針」（平成 19 年 12 月策定、平成 22 年６月改定） 

 「仕事と生活の調和が実現した社会」を実現するための各主体（企業や働く者、国民、国や地方

公共団体）の取組方針、点検・評価方法を提示 

2020（平成 32）年までの 14 項目の数値目標を提示 

〔仕事と生活の調和推進体制図〕 

【評価の観点】
 

【評価項目】 
【着目する指標と 

評価の対象とする施策】
 【把握方法】 

 

 

【有効性】  

○ ワーク・ライフ・バラ

ンスを推進するための政

策は、有効に機能してい

るか。 

 

○ 数値目標の設定は妥当

性を有しているか。 

 

＜仕事と生活の調和推進

のための行動指針におい

て数値目標が設定されて

いる指標とそれに関係す

る施策・事業＞ 

 

 

① 就業率 

 

② 時間当たり労働生産

性の伸び率（実績、年

平均） 

 

③ フリーターの数 

 

④ 労働時間等の課題に

ついて労使が話し合い

の機会を設けている割

合 

 

⑤ 週労働時間 60 時間以

上の雇用者の割合 

 

⑥ 年次有給休暇取得率 

 

⑦ メンタルヘルスケア

に関する措置を受けら

れる職場の割合 

 

⑧ 在宅型テレワーカー

の数 

 

⑨ 短時間勤務を選択で

きる事業所の割合（短時

間正社員制度等） 

 

⑩ 自己啓発を行ってい

る労働者の割合 

 

⑪ 第１子出産前後の女

性の継続就業率 

 

⑫ 保育等の子育てサー

ビスを提供している割

合 

 

⑬ 男性の育児休業取得

率 

 

⑭ ６歳未満の子どもを

もつ夫の育児・家事関連

時間 

 

○ 数値目標の達成に向けたロジック・モデルを明らかにすることによ

り、施策や事業が政策効果を上げるような設計・構造となっているか

を検証する。 

 

○ 数値目標が設定されているアウトカム指標に関して、各種統計資

料、可能な限り無作為に抽出した企業・団体、労働者等からアンケー

トによりデータを集めるとともに、各種統計資料を用い、どのような

要素（政策的要素、非政策的要素）が、政策効果を上げることと相関

しているかを多変量解析により明らかにする。 

 

○ 数値目標が設定されているアウトカム指標について、憲章策定以前

と以後、関係施策が施行される以前と以後の指標の変化を時系列的に

分析し、施策の有効性を検証する。 

 

○ ワーク・ライフ・バランスに関係する施策の効果を、業種別、企業

規模別、地域別に、統計的な分析や事例研究などを通じて検証するな

どして、そのあい路を明らかにする。 

    

【効率性】  

○ 費用に見合った効果は

得られているか。 

 

○ 関係府省、地方公共団

体の間の連携が取れてい

るか、施策が総合的に実

施されているか。 
  

○ ワーク・ライフ・バランスに関連する施策・事業の政策効果と当該

施策、事業に要した費用との関係を可能な限り客観的なデータの分析

に基づき明らかにする。 

 

○ 本府省実地調査、管区行政評価局等を動員しての出先機関、地方公

共団体実地調査により関係府省、地方公共団体間の連携が取れている

か、施策が総合的に実施されているかを把握する。 

  

【必要性】  

○ 関係府省が実施してい

る施策・事業は、その実

行によって解決しようと

する政策課題やニーズに

照らして妥当性を有して

いるか。 

 

○ 行政関与の在り方から

みて該当政策を行政（国）

が担う必要があるか。 
  

○ 国の政策の課題やニーズについては、企業、団体、労働者等を対象

としたアンケートにより把握する。 

 

○ 関係府省は、「行政関与の在り方に関する基準」等に照らして、施

策・事業の必要性が証明できるか、本府省実地調査により把握する。

 

 ＊「行政関与の在り方に関する基準」の中で「民間でできるものは民

間に委ねる」、「国民本位の効率的な行政」を実現する、「説明責任」

を果たすという基本原則が示された。 
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